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研究成果の概要（和文）：本研究では、研究結果として以下のような訪問看護ステーションの経営モデルを提案
する。すなわち、事業地域が重なる複数の訪問看護ステーションが共同出資によって経営母体となる法人を設置
し、その下で各訪問看護ステーションを経営するという、「訪問看護ステーションのグループ化」モデルであ
る。規模の小さい訪問看護ステーションが共同出資することで初期費用としての出資金を低減できる。そしてグ
ループ化することで、協調戦略を促進して過度な競争を排して経営基盤の弱体化を回避すると同時に、経営資源
の共有化の促進や消耗品の共同発注などによって費用の低減化が図れるため、経営基盤の強化に大いに役立つも
のと考えられる。

研究成果の概要（英文）：This study suggests the "grouping of the visiting nursing stations model" as
 the model of managing visiting nursing stations. In this model, visiting nursing stations establish
 their corporations with their joint investment These visiting nursing stations are grouped and 
managed as the subsidiaries under this corporations. In this way, they can cut off either their 
investment as the initial cost or other cost by sharing their management resources and cooperating 
order the expendable supplies. And under this model, because they can take cooperation strategy 
under the cooperation organizational culture and can avoid excessive competition, they can reinforce
 their management bases.

研究分野：医療経営論・経営組織論・経営戦略論

キーワード： 訪問看護ステーション　経営組織　経営戦略　協調戦略　組織文化　経営基盤　グループ化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 高齢化が早いペースで進行している現在
の日本において、医療費の高騰を抑制するこ
とは喫緊の課題となっている。そのため、患
者の在院日数は年々短縮化されている。具体
的には、厚生労働省の『平成 25 年度医療施
設（静態・動態）調査・病院報告の概況』な
どによると、「全病床及び一般病床における
患者の平均在院日数」は、1990 年は全病床で
50.5 日、一般病床で 38.4 日、以下、1999 年
は 39.8 日、27.2 日、2009 年は 33.2 日、18.5
日、2010 年は 32.5 日、18.2 日、2012 年は
31.2 日、17.5 日、2013 年は 30.6 日、17.2
日となっており、全病床は 1990 年から 2013
年で 40%、一般病床では 55.2%も減少してい
る。 
 反面、患者が退院した後の在宅療養の状況
は、厚生労働省『平成 23年受療行動調査（確
定数）の概況』によると、入院患者全体の
28.5%、療養病床を有する病院に入院中の患
者のうち 42.5%が自宅では療養できないと回
答している。また、自宅療養を可能にする条
件として 28.3%が「医師、看護師などの定期
的な訪問」をあげている。このことは、退院
した患者が治療を続ける場合、在宅で看護ケ
アを提供する訪問看護ステーションの利用
は不可欠であることを示している。 
 しかし、多くの訪問看護ステーションの経
営状況は厳しい。社団法人全国訪問看護事業
協会『訪問看護事業所の基盤強化に関する調
査・研究事業 報告書』によると、調査対象
の 25%の訪問看護ステーションは赤字である
という。また、全体の 68.3%を占める職員数
5 人未満の訪問看護ステーションのうち、3
人未満で 31.9%、3〜5 人未満で 28.3%が赤字
となっており、規模が小さくなるほど経営状
況が厳しくなる傾向があることを示してい
る。 
 上のことを踏まえると、特に小規模の訪問
看護ステーションの経営状況を改善し、社会
的に大きなニーズに応える必要がある。その
ためには、小規模な訪問看護ステーションで
も持続的に経営できる組織・戦略・会計を明
らかにする必要がある。 
 このような現状に対し、これまで訪問看護
ステーションの経営に関する理論的な研究、
及び理論研究を踏まえた実証研究は非常に
少ない。全国訪問看護事業協会や厚生労働省
アフターサービス推進室による調査研究は
あるものの、理論的なアプローチを踏まえて、
訪問看護ステーションがどのような組織や
戦略を策定し、財務状況を改善するかにまで
踏み込んだ研究は行われてこなかったのが
実情である。このような状況は経営学や会計
学においても同様であり、訪問看護ステーシ
ョンを研究対象とすることはこれまで非常

にまれであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では上の状況を踏まえ、訪問看護の
職務特性を生かして、訪問看護ステーション
の組織・戦略・財務を革新し、訪問看護ステ
ーションの経営を安定化させる方法を構築
することを目的とする。具体的には以下の二
点である。 
(1) 訪問看護ステーションの経営組織・経
営戦略・会計の実態を明らかにする。 
 文献研究やデータ解析等を踏まえた上で、
現場の訪問看護師や経営者に対して様々な
調査を行い、訪問看護の職務特性及び訪問看
護ステーションの経営組織・経営戦略・会計
の実態を具体的に明らかにする。 
(2) 訪問看護ステーションの経営基盤安定
化モデルを構築する。 
 調査結果により明らかになった実態を踏
まえ、海外の先進的な取組や日本の優れた中
小企業を参考にしつつ、訪問看護ステーショ
ンの経営組織・経営戦略・会計を革新し、経
営を安定化させるモデルを構築する。 
 
３．研究の方法 
 上の目的を達成するため、以下の方法で研
究を行った。 
(1) これまでに発表されている各種の文献
や、公開されているデータを検討し、経営組
織・経営戦略・会計の各方面から、訪問看護
ステーションの経営基盤強化につながるフ
レームワークを検討する。 
(2) 研究協力者などの協力を得て、いくつ
かの病院や訪問看護ステーションに関する
経営や会計に関する書類を閲覧したり、イン
タビュー調査などを行い、(1)で設定したフ
レームワークを検討しつつ、訪問看護ステー
ションにおける経営組織・経営戦略・会計の
実態を明らかにする。 
(3) (2)で明らかにした実態を基に研究協
力者などとの討論・検討を経て、訪問看護ス
テーションの経営基盤を強化するためのモ
デルを構築する。 
 
４．研究成果 
 今回の研究の結果、訪問看護ステーション
の経営基盤を強化するために、以下のような
経営組織・経営戦略・会計の視点から、以下
のようなモデルを提案したい。 
 
(1)経営組織 
①組織構造 
 訪問看護ステーションは、他の医療機関と
異なり、構成メンバーが非常に少ない小規模
な事業所が非常に多い。設置基準上、保健師、
看護師または准看護師が常勤換算で2.5以上



となることが求められていることから、最低
人数の3人で運営されている訪問看護ステー
ションも数多く存在している。このような状
況にあることを踏まえ、訪問看護ステーショ
ンの組織構造には、企業や病院も含めた他の
事業所に見られるような、階層構造や部門構
造を活用する必要性は見いだせない。むしろ、
少人数で効果的に運営できるように、チーム
組織として構造化することが有効である。 
②組織文化 
 チーム組織として構造化した場合、管理者
としての所長の役割が重要になってくる。管
理者であるから、他の構成メンバーを指揮・
監督することも当然重要であるが、訪問看護
ステーションは先に見たように保健師・看護
師といった有資格者で構成されていること
から、技能・知識について指揮・監督する必
要は少ない。むしろ、管理者は、管理者の目
が行き届かない可能性が高い訪問看護先で、
メンバーが確実に業務を遂行するように指
揮・監督しなければならない。 
 そのためには、チームとして訪問看護ステ
ーションにおける情報共有の促進なども非
常に重要であるが、それ以上に重要なのは、
管理者の理念をメンバーに浸透させるよう
な組織文化の創出である。この際に重視すべ
きなのが、日本の「和」の精神のような、組
織との一体感を重視し、個人目的よりも組織
目的を優先する組織文化である。このような
組織文化を浸透させることで、メンバーは管
理者の目の行き届かない訪問先においても
業務の遂行を優先し、業務の質を高めること
が可能になる。そしてより多くの利用者を獲
得し、収益の安定化につながっていく。 
 
(2) 経営戦略 
 (1)で述べた組織、ならびに、訪問看護ス
テーションに特有な経営環境に適合した経
営戦略として、協調戦略が有効である。一般
的に、何らかの事業活動により収益を得るた
めには、市場において競争することが前提と
なる。しかし、多くの訪問看護ステーション
は、事業規模が小さい上、利用者宅に訪問看
護師らが直接訪問することによって事業が
成立するため、物理的に移動可能な範囲に事
業領域が限定される。そのため、病院などが
設置した訪問看護ステーションなどを除い
て、むやみに他の訪問看護ステーションと競
争すると消耗戦に陥りがちで、自らの経営基
盤を弱体化させることになりかねない。その
ため、他の訪問看護ステーションと協調して
市場浸透戦略や市場開拓戦略を展開する方
がより効果的である。 
 
(3) 会計 
 多くの訪問看護ステーションは、設立の当

初から財務基盤がぜい弱で、問題を抱えてい
ることが多い。特に、病院を含む医療法人が
設置した場合ではなく、看護師が独立して自
ら設置した訪問看護ステーションの場合、こ
の問題が深刻である。 
 訪問看護ステーションにおける具体的な
会計処理は「指定老人訪問看護の事業及び指
定訪問看護の事業の会計・経理準則の制定に
ついて」（平成７年６月１日老健第 122 号・
保発第 57 号厚生省老人保健福祉局長・保険
局長連名通知）に準拠して行われることとな
っている。そのため、一般的な企業に適用さ
れる「企業会計原則」に準拠した処理とは異
なる会計処理を行う必要がある。そのため、
基本的な簿記会計の知識を習得した上に、さ
らにこの準則についての知識も修得しなけ
ればならない。 
 訪問看護ステーションの会計についての
問題は、会計処理そのものの問題よりも、む
しろ、看護に関する知識とは全く異なる会計
に関する知識をいかに修得するか、である。
現在のような状況では、多忙を極める管理者
がこのような知識を修得するのは困難であ
る場合が多く、費用の関係から専門の経理担
当者を雇用することも困難であるため、新た
な方法を検討することが必要である。 
 
(4)まとめ 「訪問看護ステーションのグル
ープ化」モデル 
 以上の内容を踏まえ、本報告では以下のよ
うな訪問看護ステーションの経営基盤強化
のモデルを提案する。すなわち、事業地域が
重なる複数の訪問看護ステーションが共同
出資によって経営母体となる法人を設置し、
その下で各訪問看護ステーションを経営す
る。すなわち、「訪問看護ステーションのグ
ループ化」というモデルである。 
 現代の訪問看護ステーションの経営基盤
の脆弱性の大きな原因は、その経営規模が小
さいこと、すなわち、資本規模の小さいこと
にある。これは、訪問看護ステーションが法
人格を持たなければならないということに
も起因しており、特に、営利法人を経営母体
とした場合、利益の帰属の問題もあるため資
本規模が小さいということは経営上重大な
問題となる。 
 そこで、事業地域が重なる規模の小さい訪
問看護ステーション同士で出資し合って共
同で法人を設立し、その法人の下で訪問看護
事業を行う。共同出資することで、初期費用
としての出資金を低減でき、単独で事業を行
うよりは多くの資金を集めることができる
ようになるので、各訪問看護ステーションが
単独で事業を展開するよりも資金的に余裕
が生まれるようになり、経営基盤の強化が可
能になる。特に、経営資源の共有化や消耗品



の共同発注などが可能になることから、費用
の削減において効果が期待できる。経営資源
の共有化という点については、たとえば、す
べての訪問看護ステーションで理学療法士
を雇用しなくても、その法人全体で雇用して
おけば、理学療法士が関わるサービスが提供
できる上、理学療法士を多数雇うことによる
費用の増加を回避できる。 
 また、先に(3)会計の部分でも指摘した会
計に関する知識に関する問題もこれによっ
て処理できる。すなわち、会計に関する知識
を持った専任の従業員を法人で雇用し、各訪
問看護ステーションの会計に関する問題を
専門に処理するようにすることで、訪問看護
師らは本来の職務に専念できるようになる。 
 一歩踏み込んで、各訪問看護ステーション
の管理者である所長とは別に、全体を運営、
もしくは運営を補佐する担当者を配置する
と、さらに効率は良くなる。すなわち、各訪
問看護ステーション間の連絡調整や、情報共
有、雑多な細かい業務の処理を担当すると、
所長を始めとする管理者は訪問看護以外の
業務から解放されて訪問看護に専念できる。
また、この際に上で述べた会計処理を行える
とさらに良い。 
 このような「訪問看護ステーションのグル
ープ化」を行うことにより、重なり合う事業
地域での訪問看護ステーション間での過度
の競争は避けられ、協調戦略をよりスムーズ
に展開することができるようになる。さらに、
勉強会・研修会の共同開催などにより、個々
のメンバーの力量を向上させることができ
ると同時に、共通の経験を基礎にした組織文
化の創成も可能になり、グループ全体の結束
力を強化することにも十分に寄与する。 
 
(5)提言と今後の課題 
 今回の研究を踏まえ、いくつかの提言と今
後の課題について述べたい。 
① 提言 
 一つ目の提言は、訪問看護ステーションの
法人格についてである。現在、訪問看護ステ
ーションは法人格を持つことが義務付けら
れている。利用者に対する看護の継続性の確
保の問題などを踏まえると、法人格の義務付
けは妥当であると考えられるが、訪問看護ス
テーションの社会的意義を踏まえると、現在
のような営利社団法人、社会福祉法人、NPO
法人などに加えて、訪問看護ステーション独
自の法人格を認めることが必要なのではな
いかと考えられる。特に、現在は営利社団法
人、すなわち、会社による訪問看護ステーシ
ョンの設置が現在は認められているが、営利
社団法人における残余利益の帰属先のこと
を踏まえると、資金調達の優位性などはある
ものの、営利社団法人が訪問看護ステーショ

ンを設置できるという現状には疑問を呈せ
ざるを得ず、今後見直す必要があると考えら
れる。 
 二つ目の提言は、管理者の処遇についてで
ある。現在の「指定訪問看護の事業の人員及
び運営に関する基準について」では、訪問看
護ステーション設置基準第３条第１項の規
定により指定訪問看護ステーションに置く
べき管理者は、当該指定訪問看護ステーショ
ンに専従、かつ、常勤の者でなければならな
いことと定められており、ある訪問看護ステ
ーションの管理者は、他の訪問看護ステーシ
ョンの管理者を兼任できないと定められて
いる。この規定は、訪問看護ステーションの
管理者の負担を軽くすることなどが目的で
あると思われるが、逆にこのような規定があ
るために訪問看護ステーションの人事の柔
軟性を制限していると言わざるを得ない。現
に企業においては、複数の事業所の管理者を
兼任することは一般的に行われている。訪問
看護ステーションで行われる業務と企業で
行われる業務を単純には比較できないもの
の、このような規制を緩和することは訪問看
護ステーションの経営基盤を強化する上で
重要なことであると考えられる。 
② 今後の課題 
 今回の研究を経て、いくつかの解決すべき
課題が残されている。 
 一つ目は、管理者のリーダーシップについ
てである。本研究において訪問看護ステーシ
ョンの組織文化の重要性を指摘したが、組織
文化を形成するうえで重要な役割を果たす
のが管理者のリーダーシップである。本研究
では、そのことを指摘するにとどまっている
が、今後の研究でどのようなリーダーシップ
が有効であるのか、組織や戦略との適合性の
観点も含めて研究する必要がある。 
 二つ目は、他の機関や多職種間での連携に
ついてである。ここ数年、在宅看護の置かれ
た状況は大きく変化しつつあり、地域包括ケ
アなどのより大きな枠組みの中で展開され
つつある。その際に、訪問看護ステーション
はその中核を占めると同時に、他の機関や
様々な職種の人々との連携は、訪問看護ステ
ーションが協調戦略を展開するうえで非常
に重要である。本研究ではそこまで踏み込め
なかったが、今後はこのような連携も視野に
入れて研究を進めていく必要がある。 
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